
　東京都財務局では、都有地を一時的に借りたい方を対象に、下記入札公告のとおり、一般

競争入札で貸付けを行います。

　このことについての照会は、

　　財務局財産運用部活用促進課(都庁第一本庁舎17階北側)

　　電話　03-5388-2780　まで、お寄せください。

　詳細につきましては、一般競争入札参加要領(別紙)をご覧ください。

　なお、一般競争入札参加要領につきましては、本ＰＤＦデータの４ページ以降に掲載する

ほか、令和７年７月17日(木)から同年８月４日(月)までの間(ただし、東京都の休日に関する

促進課の窓口で交付します。

　また、参加申込書等については、一般競争入札参加要領をご覧ください。（本ＰＤＦデータ

21ページ以降をご覧ください。）

　次のとおり一般競争入札に付します。

　　令和７年７月17日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東 京 都 知 事　　小 池　 百 合 子

１　入札内容

　(1) 件名

　　　土地の一時貸付け

　(2) 物件の表示等

物件
番号

用途地域
地積

（㎡）
最低貸付価格 案内図

① 工業地域 155.71 1,309,832円 19ページ 　

② 準工業地域 357.00 2,724,624円 20ページ

（注）案内図は、本ＰＤＦデータ19ページから20ページをご覧ください。

　(3) 貸付期間

　　　令和７年10月１日から令和８年９月30日までとする。

　　　ただし、貸付期間には、土地使用のための整備及び使用終了後の原状回復に要する

　　期間を含むものとする。　

　　　また、貸付期間の更新については、借受者からの申請によるものとし、１回のみ

　  更新可能とする。その際の更新期間は１年を単位とする。

江戸川区臨海町一丁目４番１のうち

（江戸川区臨海町一丁目４番）

荒川区町屋七丁目1555番２
（荒川区町屋七丁目22番）

土地の表示
（住居表示）

入　札　公　告

一般競争入札(郵送型)による都有地の一時貸付けについて

条例(平成元年東京都条例第10号）第１条第１項に規定する東京都の休日を除く。)、活用
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　(4) 入札方法

　　　物件ごとに、貸付期間（１年間）の貸付料の総額により行う。

２　競争入札に参加することができない者

　　次のいずれかに該当する者は、この入札に参加できない。

　(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項及び第２項各号の規定に

　　該当する者

　(2) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）第８

　　条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体及びその役職員又は構成員

　(3) 東京都暴力団排除条例（平成23年東京都条例第54号）第２条第２号に規定する暴力団

　　及び同条第４号に規定する暴力団関係者

　(4) (2)及び(3)に掲げる者から委託を受けた者並びに(2)及び(3)に掲げる者の関係団体及

　　びその役職員又は構成員

　(5) 東京都競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱（平成18年４月１日付17財経総第

　　1543号）に基づく指名停止期間中の者

　(6) 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和62年１月14日付61財経庶第922号）第５

　　条第１項に基づく排除措置期間中の者

３　契約条項を示す場所、入札参加要領及び申込書の交付場所、入札参加申込みの送付先

　並びに問合せ先

　　新宿区西新宿二丁目８番１号　東京都庁第一本庁舎17階北側

　　〒163-8001　東京都財務局財産運用部活用促進課管理運用担当

　　電話　03-5388-2780（ダイヤルイン）

４　入札手続等

　(1) 入札参加申込み

　　ア　期間　令和７年７月17日(木)から同年８月４日(月)まで(最終日は午後５時必着)

　　イ　送付先　３に同じ

　(2) 入札保証金

　(3) 入札手続き等

　　　入札参加者は、下記の参加申込期間中に入札参加書類を原則として郵送(書留)又は

　　信書便(書留に準ずるもの)により、送付しなければならない。(持参可)

　　　　直接持参する場合も３の場所に持参すること。

　　　　(受付時間：午前９時～12時、午後１時～５時(ただし、東京都の休日に関する条例

　　　　(平成元年東京都条例第10号）第１条第１項に規定する東京都の休日を除く。))

　　その納付額を入札参加申込時に申告すること。

　　　入札参加者は、各自の見積もる金額の100分の３以上の入札保証金を納付することとし、

　　の公金収納取扱金融機関の窓口で入札期間終了日までに納付すること。

　　　また、入札保証金納付額の申告に基づき、東京都が発行する「納付書」により、東京都

2



　　ア　期間　令和７年８月13日(水)から同年８月28日(木)まで(最終日は午後５時必着)

　　イ　送付先　４(1)イに同じ

　(4) 開札の日時及び場所

　　ア　日時　令和７年８月29日(金)　午前10時から

　　イ　場所　東京都庁第一本庁舎35階南塔　第３入札室

　(5) 契約手続において使用する言語及び通貨

　　　日本語及び日本国通貨

　(6) 入札の無効

　　　入札に参加する資格のない者のした入札及び入札参加要領に違反した入札は、無効と

　　とする。

　(7) 落札者の決定方法

　　　落札者は、東京都の最低貸付価格以上の価格で入札した者のうち最高の価格をもって

　　入札した者とする。

　(8) その他

　　　詳細については、入札参加要領による。

　　　　直接持参する場合も４(1)イに同じ

　　郵送(書留)又は信書便(書留に準ずるもの)により、送付しなければならない。

　　　入札参加者は下記の入札期間中に入札保証金を納付した後、入札書類を原則として
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入札物件 

 

１ 入札物件一覧 
 

物
件 
番
号 

土 地 の 所 在 

（住 居 表 示） 

用  途 

地  域 

地積 

（㎡） 

最低貸付価格 

（年間賃料） 

更新 

可能 

回数 

① 
荒川区町屋七丁目1555番２ 

（荒川区町屋七丁目22番） 
工業地域 155.71 1,309,832 円 １回 

② 
江戸川区臨海町一丁目４番１のうち 

（江戸川区臨海町一丁目４番） 
準工業地域 357.00 2,724,624 円 １回 

 

 ※ 一覧表記載の価格は「最低貸付価格」となります。この価格に達しない金額での入札は無効

となりますのでご注意ください。 

 

２ 貸付期間 

令和７年10月１日から令和８年９月30日まで 

 

貸付期間には、土地使用のための整備及び使用終了後の原状回復に要する期間を含むものと

する。 

貸付期間の更新については、借受者からの申請によるものとし、１回のみ更新可能とする。

その際の更新期間は１年を単位とする。  
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「郵送型入札」の主な手順 
 

１ 
入 札 参 加 

申 込 み 

入札参加者は、下記の参加申込期間中に入札参加書類を原則として郵送(書留)又は信書便

(書留に準ずるもの)により、送付してください。(持参可) 

参加申込期間 令和７年７月 17日(木)から同年８月４日(月)まで 

(最終日は午後５時必着) 

送  付  先 

〒163-8001 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都財務局財産運用部活用促進課管理運用担当 

 ※ 直接持参される場合は、東京都庁第一本庁舎17階北側 東京都 

財務局財産運用部活用促進課管理運用担当までお越しください。 

  (受付時間：午前９時～12時、午後１時～５時：土日祝日を除く)) 

入札参加書類 

(1) 一般競争入札参加申込書兼入札保証金納付額申告書 

(2) 土地使用説明書  

(3) 宣誓書 

(4) 印鑑証明書 

(5) 法人登記簿謄本(法人の場合のみ) 

(6) 会社事業案内(法人の場合のみ) 

 

２ 
入札保証金 

納   付 

入札参加受付後に、入札保証金の「納付書」や「入札書」等を送付しますので、入札保証金

を東京都の公金収納取扱金融機関の窓口で入札期間終了日までに納付してください。 

(入札書類の提出の際に、納付したことが分かる書類(入札保証金の「領収証書」等)の写し

が必要となりますので、期日に余裕を持って納付をしてください。) 

 

３ 入 札 

入札書類を原則として郵送(書留)又は信書便(書留に準ずるもの)により、送付してくださ

い。(持参可) 

入 札 期 間 令和７年８月13日(水)から同年８月28日(木)まで(最終日は午後５時必着) 

送  付  先 上記１入札参加申込 の送付先と同じ 

入 札 書 類 

(1) 一般競争入札参加申込受付書 

(2) 入札書(印鑑登録済みの印を押印すること) 

(3) 入札保証金納付確認書(納付したことが分かる書類(入札保証金の

「領収証書」等)の写しを貼付すること) 

 

４ 開 札 

開 札 日 時  令和７年８月29日(金) 午前 10時から 

開 札 場 所 
東京都庁第一本庁舎35階南塔 第３入札室  

※開札への参加は任意です。 

 

５ 契 約 

契約に関しては、落札者に別途、手続きをご案内します。 

契約締結期限  令和７年９月 30 日(火)まで 
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一 般 競 争 入 札 参 加 要 領 

 

令和７年８月29日(金)に東京都が行う一般競争入札による都有地の一時貸付けに参加される方は、

次の各事項を御承知の上、入札してください。 

 

(入札に付する物件) 

第１ 入札に付する物件(以下「物件」という。)は、19ページから20ページの案内図及び明細図等

記載のとおりです。 

 

(貸付地の使用制限) 

第２ この土地の使用に当たっては、臨時設備の設置その他一時使用のために使用する以外の用に

供することはできないほか、次の(1)から(4)までの制限を遵守しなければなりません。 

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和23年法律第122号)第２条第１項

に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第11号に規定する特

定遊興飲食店営業その他これらに類する業の用に供することはできません。 

(2) 東京都暴力団排除条例(平成23年東京都条例第54号)第２条第２号に規定する暴力団の活動

の用に供することはできません。 

(3) 騒音・振動・悪臭等、周辺環境に悪影響を及ぼすおそれのある用に供することはできませ

ん。 

(4) 土地利用を規律する諸法令に違反する用に供することはできません。 

 

(入札に参加することができない者) 

第３ 次のいずれかに該当する者は、この入札に参加することができません。 

(1) 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の４第１項及び第２項各号の規定に該当

する者 

(2) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律(平成11年法律第147号)第８条第２

項第１号に掲げる処分を受けている団体及びその役職員又は構成員 

(3) 東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団及び同条第４号に規定する暴力団関

係者 

(4) (2)及び(3)に掲げる者から委託を受けた者並びに(2)及び(3)に掲げる者の関係団体及びそ

の役職員又は構成員 

(5)  東京都競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱(平成18年４月１日付17財経総第1543

号)に基づく指名停止期間中の者 

(6) 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱(昭和62年１月14日付61財経庶第922号)第５条第１

項に基づく排除措置期間中の者 

 

(契約に当たって付する契約条件) 

第４ 契約に当たって付する条件は、14ページ以降に示す土地賃貸借契約書のとおりです。土地賃

貸借契約書の条文をよく確認の上、入札に参加してください。 
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(物件の確認) 

第５ 入札に参加しようとする者(以下「入札参加者」という。)は、入札参加申込みを行う前に必

ず入札参加者御自身が、現地及び諸規制等について調査確認を行ってください。 

 

(入札参加申込み) 

第６ 入札参加者は、下記の参加申込期間中に入札参加書類を原則として郵送(書留)又は信書便(書

留に準ずるもの)(以下「郵送等」という。)により、送付してください。(持参可) 

 １ 参加申込期間 

   令和７年７月17日(木)から同年８月４日(月)まで(最終日は午後５時必着) 

   ※ 当日の消印は有効ではありません。受付期間終了後到着の書類等は、どのような理由が

あっても受け付けませんので、時間に余裕を持って手続きし、必ず受付期間に間に合うよ

う郵送等により、送付してください。 

※ 提出及び提示書類に不備がある場合は、受付期間内に補正がなければ受付できません。 

 ２ 送付先 

   〒163-8001 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

   東京都財務局財産運用部活用促進課管理運用担当 

   ※ 直接持参される場合は、新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都庁第一本庁舎17階北側 

東京都財務局財産運用部活用促進課管理運用担当までお越しください。 

    (受付時間：午前９時～12時、午後１時～５時(ただし、東京都の休日に関する条例(平成

元年東京都条例第10号）第１条第１項に規定する東京都の休日を除く。)) 

３ 入札参加書類 

(1) 一般競争入札参加申込書兼入札保証金納付額申告書 

(2) 土地使用説明書  

(3) 宣誓書 

(4) 印鑑証明書 

(5) 法人登記簿謄本(法人の場合のみ) 

(6) 会社事業案内(法人の場合のみ) 

   ※ (4)、(5)及び(6)については、複数物件を申し込む場合は原本１通と写し(申込物件数分)

を提出してください。 

 ４ 入札必要書類の送付 

   入札参加受付後東京都から入札に必要な書類を送付します。(令和７年８月13日(水)頃発送

予定) 

(1) 一般競争入札参加申込受付書 

(2) 入札書 

(3) 入札保証金納付確認書 

(4) 入札保証金の「納付書」(第８入札保証金を参照) 

(5) 入札書提出用封筒 

    なお、令和７年８月15日(金)中に必要書類が到達しない場合は、東京都財務局財産運用部

活用促進課管理運用担当(電話03-5388-2780)までご連絡ください。 

 

(入札参加申込書等の内容) 

第７ 入札参加申込みの際に提出された書類の内容が、第２に掲げる使用制限に抵触する場合及び
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土地賃貸借契約書で規定する賃借人の義務に明らかに違反する場合は、入札参加申込書を受付

できません。 

 

(入札保証金) 

第８ 入札に参加するためには、事前に入札保証金を納める必要がありますので、下記により、納

付してください。 

１ 入札保証金額 

入札参加者は、各自の見積もる金額の100分の３以上の入札保証金を納付することとし、その

納付額を入札参加申込時に申告してください。(入札保証金の納付額の申告に当たっては、別紙

「入札保証金の納付額の申告に当たっての注意事項」をご確認ください。) 

２ 納付方法 

入札保証金納付額の申告に基づき、東京都が発行する「納付書」により、東京都の公金収納

取扱金融機関の窓口で入札期間終了日までに納付してください。(入札書類の提出の際に、納付

したことが分かる書類(入札保証金の「領収証書」等)の写しが必要となりますので、余裕を持

って納付をしてください。) 

※ 入札保証金納付額を参加申込期間終了後に変更することはできません。 

※ 入札保証金が納付期限(令和７年８月28日(木))までに納付されていない場合、入札は無効

となります。 

  ※ 入札保証金の納付には、東京都から送付する「納付書」をご使用ください。 

 

(入札) 

第９ 入札参加者は下記の入札期間中に入札保証金を納付した後、入札書類を原則として郵送等に

より、送付してください。(持参可) 

   なお、提出された「入札書」の書換え、引換え又は撤回を行うことはできません。 

１ 入札期間 

   令和７年８月13日(水)から同年８月28日(木)まで(最終日は午後５時必着) 

   ※ 当日の消印は有効ではありません。入札期間終了後到着の書類等は、どのような理由が

あっても受け付けませんので、時間に余裕を持って手続きし、必ず入札期間に間に合うよ

うに郵送してください。 

 ２ 送付先 

   第６入札参加申込みの送付先と同じ 

※ 直接持参する場合も同様 

３ 入札方法 

  下記の書類に必要な事項を記載し、記名押印の上、全ての書類を入札書提出用封筒に封入し、

提出してください。 

(1) 一般競争入札参加申込受付書 

(2) 入札書(印鑑登録済みの印を押印すること) 

(3) 入札保証金納付確認書(納付したことが分かる書類(入札保証金の「領収証書」等)の写しを

貼付すること) 

 

(入札金額の表示) 

第10 入札金額は、物件の賃料(１年分)の総額を表示してください。入札金額の算出に当たっては、
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次の事項に留意してください。 

(1) 使用目的のため、土地の整備や設備、工作物、仮設建物等の設置又は既設工作物等の撤去

を行う場合、それに係る費用は借受者において負担するものとする。 

(2) 設備設置等に付随して発生する光熱水費及び維持管理費等は、借受者において負担するも

のとする。 

(3) 土地の使用に当たり、歩道の切下げや植栽・車止めの移動・撤去等が必要と判断される場

合、道路管理者への申請等諸手続及び施工は、借受者の責任において行うものとする。また、

それに係る費用は、借受者において負担するものとする。 

(4) 貸付期間終了後は、借受者の負担において原状回復するものとする。(3)の施工を行った場

合、原状回復の必要性については借受者において確認し、管理者から原状回復を求められた

場合は、借受者の責任及び費用負担においてこれを行うものとする。 

 

(開札) 

第11 下記の日程により、開札を行います。 

開札への参加は任意です。また、入札者が開札に立ち会わないときは、当該入札事務に関係

のない東京都職員を立ち会わせます。 

 １ 日時 

令和７年８月29日(金) 午前10時から 

２ 場所 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都庁第一本庁舎35階南塔 第３入札室 

 ３ 落札者の決定 

   落札者は、東京都の最低貸付価格以上の価格で入札した者のうち最高の価格をもって入札し

た者とします。 

落札者となるべき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを

引かせて落札者を決定します。この場合において、開札に参加していない者など、くじを引か

ない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係のない東京都職員にくじを引かせます。 

 ４ 再度入札 

   入札の回数は１回とし、再度入札は実施しません。 

 ５ 結果の通知 

落札者を決定したときは、落札者に電話で連絡しますので、開札日時に連絡を受けられる体

制を整えておいてください。また、後日、落札決定通知を送付いたします。 

開札会場では、落札者があるときは、その者の氏名（法人の場合はその名称）及び金額を、

落札者がないときは、その旨を発表します。 

なお、入札結果については、東京都財務局ホームページにおいて公表します。 

 

(入札の無効) 

第12 次のいずれかに該当する入札は、無効とします。 

(1) 入札に参加する資格がない者のした入札 

(2) 入札保証金を納付期限までに納付しない者のした入札 

(3) 入札金額の100分の３に満たない入札保証金を納付した者のした入札 

(4) 最低貸付価格に達しない金額での入札 
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(5) 入札書の記載事項が不明なもの又は入札書に記名若しくは押印のないもの 

(6) 同じ物件について２通以上の入札書を提出したとき 

(7) 他人の代理を兼ね、又は２人以上の代理をした者に係る入札 

(8) 入札書の金額の表示を改ざんし、又は訂正したもの 

(9) 入札書に入札保証金納付確認書及び一般競争入札参加申込受付書を同封しないで入札した

者のした入札 

(10) 前各号に定めるもののほか、特に指定した事項に違反したもの 

 

(落札者決定の取消し) 

第13 落札者と決定された者が、第３に掲げる者に該当することが、第16による契約の確定までの

間に判明した場合は、当該決定は取り消します。 

 

(落札者の責務) 

第14 落札者は、契約締結までに、賃借する土地の近隣住民に、この土地の利用について十分な説

明を行わなければなりません。 

 

(契約の締結) 

第15 落札者は、令和７年９月30日(火)までに、別に定める様式の契約書により契約を締結しなけ

ればなりません。 

 

(契約の確定) 

第16 契約は、東京都が落札者とともに契約書に記名押印したときに確定します。 

 

(入札保証金の返還等) 

第17 落札者以外の者が納付した入札保証金は、請求に基づき、指定の口座に返還いたします。 

返還に当たっては、請求書及び支払金口座振替依頼書を提出いただきますので、落札者決定

後に別途手続きをご案内いたします。 

なお、返還については、請求後２～３週間程度かかります。また、書類に不足・不備等があ

った場合は、より時間を要することがあります。 

２ 落札者が納付した入札保証金は、賃料の一部に充当します。 

 

(入札保証金の利息) 

第18 入札保証金は、その受入期間について利息を付けません。 

 

(入札保証金の没収) 

第19 落札者が契約の締結に応じない場合には、落札はその効力を失い、落札者が納付した入札保

証金は、東京都に帰属することとなります。 

 

(賃料の支払期限) 

第20 契約締結と同時に、東京都の発行する納入通知書により、その指定する場所において、賃料

の全額を支払っていただきます。 
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(その他) 

第21 入札参加に係る費用は、入札参加者の負担とします。 

２ 本件入札手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とします。 

３ 入札物件は、事情により予告なく入札を変更し、又は入札を中止することがあります。なお、

この場合、入札参加に要した費用(調査費等)は補償しません。 
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（案） 

         ７財財活第○○○号  

 

土 地 賃 貸 借 契 約 書 

 

賃貸人東京都を甲とし、賃借人 ○○○○○を乙とし、甲乙間において、次の条項により、一時使用

のための土地賃貸借契約を締結する。 

（賃貸物件） 

第１条 甲は、その所有する次に掲げる土地（以下「この土地」という。）を、乙に賃貸する。 

所          在 地  目 地  積(㎡) 
 

            ㎡ 

（使用の目的） 

第２条 乙は、この土地を、○○○○○として一時使用するものとする。この場合において、一時使用

の範囲内で、この土地に工作物又は臨時的な仮設建物を設置しようとする場合、乙は、事前に書面に

よる甲の承認を得なければならない。 

（賃貸借の期間） 

第３条 土地の賃貸借の期間は、令和７年10月１日から令和８年９月30日までとする。 

（期間の更新） 

第４条 乙は、賃貸借期間の満了後、引き続いてこの土地を第２条の目的で１年間賃借しようとすると

きは、賃貸借の期間満了前３月までに書面をもって甲に申し出なければならない。 

２ 期間の更新は１回まで可能とし、更新後の期間における賃貸借条件は、更新の回数を除き、更新前

の条件と同一とする。 

３ 期間の更新は、新たに契約を締結することにより処理する。 

（賃料の支払） 

第５条 乙は、この土地の賃料として金○○○○○○円を、この契約締結と同時に、甲の発行する納入

通知書により、その指定する場所において支払わなければならない。 

（転貸の禁止等） 

第６条 乙は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

(1) この土地を転貸し、又はこの土地の賃借権を譲渡しないこと。 

(2) この土地の形質を改変しないこと。 

(3) この土地及びこの土地に設置した工作物又は臨時的な仮設建物を第２条の目的以外に使用しな

いこと。 

(4) この土地に設置した工作物又は臨時的な仮設建物の増改築をしないこと。 

(5)  この土地に設置した工作物又は臨時的な仮設建物に係る所有権を登記しないこと。 

(6)  この土地に設置した工作物又は臨時的な仮設建物に係る占有名義を変更しないこと。 

（賃借人の義務） 

第７条 乙は、この土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第11項に規定す

る特定遊興飲食店営業その他これらに類する業の用に供してはならない。 

２ 乙は、この土地を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第２号に規定する暴力団員の事務所等その活動の拠点となる施設の用に供してはならない。 
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３ 乙は、この土地を善良なる管理者の注意をもって使用する義務を負う。 

４ この土地を使用して乙が行う事業に伴う一切の責めは、乙が負う。 

５ 乙は、この土地の使用状況を甲が容易に把握できるように６月を超えない期間ごとに写真撮影し、

直ちに甲に写真を提出しなければならない。 

６ 甲がこの土地の管理上必要な事項を乙に通知した場合、乙は、その事項を遵守しなければならない。 

７ 乙は、この土地の使用に当たっては、近隣と調和のとれた利用を行うとともに、近隣住民の迷惑と

ならないよう、十分に配慮しなければならない。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第８条 乙は、この土地に投じた有益費又は必要費があっても、これを甲に請求しないものとする。 

（調査協力義務） 

第９条 甲は、この土地について、随時、その使用状況を実地に調査することができる。この場合にお

いて、乙は、これに協力しなければならない。 

（違約金） 

第10条 乙は、第７条第１項又は第２項に定める義務に違反したときは、甲に対し、第５条の賃料の３

倍に相当する額の違約金を支払わなければならない。 

２ 乙は、正当な理由なく前条に定める義務に違反して実地調査に協力しなかったときは、甲に対し、

第５条の賃料に相当する額の違約金を支払わなければならない。 

３ 前２項の違約金は損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

（契約の解除） 

第11条 甲は、乙が次の各号の一に該当した場合は、催告をしないで、この契約を解除することができ

る。 

(1) 第５条の賃料を支払わなかったとき。 

(2) 第６条の規定に違反したとき。 

(3) 第７条第２項の規定に違反したとき。 

(4) 第10条第１項又は第２項の規定に違反したとき 

２ 甲は、前項に規定する場合を除くほか、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、催告の上、

この契約を解除することができる。 

３ 甲は、賃貸借期間満了前であっても、この土地を公用又は公共用に供するため必要を生じたときは、

地方自治法第238条の５第４項の規定に基づき、この契約を解除することができる。この場合におい

て、契約の解除に伴うこの土地の原状回復及びこの土地の返還等については、甲乙協議の上定めるも

のとする。 

４ 乙は、第１項又は第２項の規定により契約を解除された場合においては、甲の受けた損害を賠償し

なければならない。 

（原状回復） 

第12条 乙は、前条第１項又は第２項の規定により契約を解除された場合においては甲の指定する期日

までに、本件賃貸借の期間が満了した場合においては賃貸借期間の満了日までに、自己の責任と負担

とで、この土地を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲がこの土地を原状に回復

させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 甲は、乙が前項に定める原状回復を行わない場合には、乙の承諾を得ることなく、乙の費用負担の

もとに原状回復をすることができる。 

 

 



16 
 

（立退料等） 

第13条 乙は、この土地を甲に返還する場合において、返還に伴って発生する費用及び立ち退き料等一

切を甲に請求してはならない。 

（損害金） 

第14条 乙がこの土地の返還を遅延した場合は、乙は甲に対して、契約を解除されたときには解除の日

の翌日から、賃貸借期間が満了したときにおいては満了した日の翌日から、返還完了の日までの日数

に応じ、１日当たりの賃料相当額に当該日数を乗じて得た額の倍額に相当する損害金を支払わなけれ

ばならない。 

２ 前項の１日当たりの賃料相当額は、第５条に規定する賃料の額を365で除して得た金額（１円未満

の端数は切り捨てる。）とする。 

（契約の費用） 

第15条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

（管轄裁判所） 

第16条 この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の事務所の所在地を管轄する

地方裁判所をもって管轄裁判所とする。 

（疑義の決定等） 

第17条 この契約の各条項の解釈について疑義を生じたとき又はこの契約に定めのない事項について

は、甲乙協議の上、定めるものとする。 

（暴力団等排除に関する特約条項） 

第 18 条 暴力団等排除に関する特約条項については、別紙に定めるところによる。 

 

甲と乙とは、本書を２通作成し、それぞれ記名押印の上、その１通を保有する。 

 

令和７年 月 日 

 

    甲  東京都新宿区西新宿二丁目８番１号  

       東 京 都 

       代表者  東京都知事 小 池   百 合 子 

 

       

    乙  

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



17 
 

第18条 別紙 

 

暴力団等排除に関する特約条項（土地賃貸借契約） 

 

（暴力団等排除に係る契約解除） 

第１条 甲は、乙が、東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和 62 年１月 14 日付 61 財経庶

第 922 号。以下「要綱」という。）別表１号に該当するとして、要綱に基づく排除措置を受け

た場合は、この契約を解除することができる。この場合においては、何ら催告を要しないもの

とする。 

２ 乙は、前項の規定によりこの契約を解除されたときは、甲に対し、土地賃貸借契約書第５条

の賃料の３倍に相当する額の違約金を支払わなければならない。 

３ 前項の違約金は、損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

４ 乙は、第１項の規定によりこの契約を解除されたときは、甲の受けた損害を賠償しなければ

ならない。 

５ 甲は、第１項の規定によりこの契約を解除したことにより、乙に損害が生じても、その責め

を負わないものとする。 

６ 土地賃貸借契約書第12条の規定は、第1項の規定による解除の場合に準用する。 

 

（不当介入に関する通報報告） 

第２条 乙は、契約の履行に当たって、暴力団等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく甲への

報告及び警視庁管轄警察署（以下「管轄警察署」という。）への通報（以下「通報報告」とい

う。）並びに捜査上必要な協力をしなければならない。 

２ 前項の場合において、通報報告に当たっては、別に定める「不当介入通報・報告書」を２通

作成し、１通を甲に、もう１通を管轄警察署にそれぞれ提出するものとする。ただし、緊急を

要し、書面による通報報告ができないときは、その理由を告げて口頭により通報報告を行うこ

とができる。なお、この場合には、後日、遅滞なく不当介入通報・報告書を甲及び管轄警察署

に提出しなければならない。 

３ 甲は、乙が不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく甲への報告又は管轄警察署へ

の通報を怠ったと認められるときは、都の契約から排除する措置を講ずることができる。 
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【重要】入札保証金の納付額の申告に当たっての注意事項 
 

 本件入札に参加するためには、事前に入札保証金を納める必要があり、「一般競争入札

参加申込書兼入札保証金納付額申告書」により、納付額を申告してください。 

 以下、申告に当たっての注意事項を記載しますので、内容をご確認ください。 

 

〇 申告に当たっての注意事項 

  入札参加者は、各自の見積もる金額(入札金額)の100分３以上の入札保証金を納付す

る必要があります。入札保証金の納付は、入札参加時の申告額に基づき、発行する「納

付書」により、納めていただくことになりますが、参加申込期間後に納付額を変更する

ことはできません。 

入札保証金の額が入札金額の100分の３に満たない場合は、入札が無効となりますの

で、十分に留意して、入札保証金の納付額を申告してください。 

 

 【参考例】 

  最低貸付価格(年間賃料) 100 万円の案件の場合 

  入札保証金納付額：５万円 

   ① 入札額を９０万円とした場合 ・・・  無効  

→ 入札保証金額としては 2 万７千円以上納めればよいので、保証金の額は 

足りているが、最低貸付価格に達しないため、入札は無効 

   ② 入札額を 120 万円とした場合 ・・・  有効  

→ 入札保証金額としては３万６千円以上納めればよいので、保証金の額は

足りており、最低貸付価格以上であるため、入札は有効 

③ 入札額を２００万円とした場合 ・・・  無効  

→ この場合は、入札保証金額として６万円以上を納める必要があるが、納 

付済みの保証金の額が不足しているため、入札は無効 

※ 内容に不明な点がありましたら、東京都財務局財産運用部活用促進課管理運用担当 

(電話 03-5388-2780)までご連絡ください。
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案     内     図

明     細     図

 物件番号 ①

土地の所在 荒川区町屋七丁目 1555 番２ 地積 155.71 ㎡

住居表示 荒川区町屋七丁目 22 番 最低貸付価格 1,309,832 円
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 物件番号 ②

 土地の所在 江戸川区臨海町一丁目４番１のうち 地積 357.00 ㎡ 

 住居表示 江戸川区臨海町一丁目４番 最低貸付価格 2,724,624 円

案     内     図

明     細     図



 
 

  受付番号   
 
 

            

                                                令和  年  月  日 

  東京都知事 殿                                   住 所   〒                                               

                                                                            
         氏 名                                        殿        

     
                             
 

記                                              下記物件について、一般競争入札参加申込みを受け 
                              
                                                                                  付けました。 
  １ 入札参加物件 
                                                                                  なお、入札に当たっては、この受付書と入札書及び 
       土地の所在  

                                                                                入札保証金納付確認書を同封してください。 
 
  ２ 申込人 

                                                                                            記 
     住 所  〒 
                                                                                  入札参加物件 
 
    氏 名                                             実印                       土地の所在 
 
 
       連絡先（ ）                          担当 
 
 ３ 入札保証金納付額(入札金額の100分の３以上) 
                        
 
                         
                         
                                                                                                       
                                 東京都財務局財産運用部    
注）申込書には、印鑑登録済みの印を使用してください。 

千 百 十 万 千 百 十 円 

        

実印押印欄 

一般競争入札参加申込書兼入札保証金納付額申告書 一般競争入札参加申込受付書 

私は、この入札の参加資格、条件及び物件の内容等を確認のうえ、 
下記のとおり、入札保証金納付額を申告し、一般競争入札の参加を 
申し込みます。 



 

 

  受付番号                       左右とも記入 
 
 

             

                                               令和 〇 年 〇 月 〇 日 

                                                                                   住 所  〒○○○―○○○○ 新宿区西新宿○－△－▲ 

  東京都知事 殿 
                                                                             
                  東京○○株式会社 
      氏 名  東 京  太 郎                          殿     

  

  
    記                                              下記物件について、一般競争入札参加申込みを受け 

                          
    
                                                                                  付けました。 
  １ 入札参加物件 
                                                                                  なお、入札に当たっては、この受付書と入札書及び 
       土地の所在  東京都○○区○○町○丁目○○番○号 

                                                                                入札保証金納付確認書を同封してください。 

 
  ２ 申込人 

                                                                                            記 
     住 所  〒○○○―○○○○ 新宿区西新宿○－△－▲ 
                                                                                  入札参加物件 
        東京○○株式会社 
    氏 名        東 京  太 郎                    実印                       土地の所在  東京都○○区○○町○丁目○○番○号 
 
 
       連絡先（ ）○○－○○○○－○○○○  担当 ○○ ○○                          
 
 ３ 入札保証金納付額(入札金額の100分の３以上)                           
                        
                         東京都財務局財産運用部 
                         
                                                                                                        
                             
   

注）申込書には、印鑑登録済みの印を使用してください。                        （参加申込書記入例）
                                  

千 百 十 万 千 百 十 円 

 ￥ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

（記入例） 

実印押印欄 

一般競争入札参加申込書兼入札保証金納付額申告書 一般競争入札参加申込受付書 

両
方
に
押
印  

金額の前に、「¥」を記入してください。 
※ 金額の訂正は無効となります。 

私は、この入札の参加資格、条件及び物件の内容等を確認のうえ、 
下記のとおり、入札保証金納付額を申告し、一般競争入札の参加を 
申し込みます。 



 

 

 

 

 

 

 

  土 地 使 用 説 明 書 

 

     令和  年  月  日 

 

東 京 都 知 事 殿 

 

住 所 
氏 名                  実印 

 

担当者 
電 話 

 

 
１ 賃借予定地(土地の所在地) 
 

 
２ 使用目的(具体的に) 
 

 

３ 使用方法(必要に応じて計画図面を添付) 
 

 

４ 賃借地の管理方法 
(1) 自社管理又は委託管理 

 

 
 

(2) 近隣トラブルへの対応 
 

 

 
(3) 清掃、除草等 

 

 
５ 添付書類(法人の場合) 

貴社の会社事業案内及び法人登記簿謄本 

 
 

 説明書提出期限  令和７年８月４日(月) 午後５時必着 
 提出・問合せ先 

  〒163-8001 新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都財務局財産運用部活用促進課 
  電話 03-5388-2780  担当：岩本 

 

物件番号 



 

(記入例) 
 

                                   

     

 
土 地 使 用 説 明 書 

 

令和○年○月○日 

 

東 京 都 知 事 殿 

 

住  所 新宿区西新宿○－△－▲ 

氏  名 東京○○株式会社 

代表者名 東 京  太 郎   実印 

 

法人その他の団体にあっては、その事務所 

又は事業所の所在地、団体の名称及び代表者の氏名 

担当者 東京 次郎 

電 話 ○○－○○○○－○○○○ 

 

１ 賃借予定地(土地の所在地) 
○○区○○町○丁目○○番○号  

 
２ 使用目的(具体的に) 

月極駐車場として運営し、住民に提供する。 

 

３ 使用方法(必要に応じて計画図面を添付) 
二段式立体駐車場として、工作物を設置する。 

 

４ 賃借地の管理方法 
(1) 自社管理又は委託管理 

自社管理とする。ただし、夜間(22時～５時)は委託管理とする。 

 
(2) 近隣トラブルへの対応 

賃借地に苦情等の連絡先を掲示し、自社社員が24時間対応する。 
 

(3) 清掃、除草等 

週２～３回清掃する。また、除草は年２回する。 
 

５ 添付書類(法人の場合) 

会社事業案内及び法人登記簿謄本 
 

説明書提出期限  令和７年８月４日(月) 午後５時必着 

 提出・問合せ先 

  〒163-8001 新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都財務局財産運用部活用促進課 
  電話 03-5388-2780  担当：岩本 

 

物件番号 ① 



 

 

宣  誓  書  

 

 

 

下記の各事項に該当しない者であることを宣誓します。 

 

 

令和  年  月  日 

 

東 京 都 知 事 殿 

 

住 所 

 

氏 名                実印 

 

 

記 

 

 

(１) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当する者（一

般競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ていない

者） 

(２) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律(平成11年法律第147号)第８

条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体及びその役職員又は構成員 

(３) 東京都暴力団排除条例(平成23年東京都条例第54号)第２条第２号に規定する暴力団

及び同条第４号に規定する暴力団関係者 

(４) (2)及び(3)に掲げる者から委託を受けた者並びに(2)及び(3)に掲げる者の関係団体

及びその役職員又は構成員 

(５) 東京都競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱(平成18年４月１日付17財経総第

1543号)に基づく指名停止期間中の者 

(６) 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱(昭和62年１月14日付61財経庶第922号)第５

条第１項に基づく排除措置期間中の者 

 


